
外国語指導助手派遣業務 仕様書 
 

１ 目  的 

外国語指導助手（以下「ＡＬＴ」という。）を小学校・中学校・義務教育学校 

に配置することにより、小学校・中学校・義務教育学校における外国語教育の  

一層の推進を図るとともに、児童生徒に楽しく外国語に慣れ親しませながら、  

コミュニケーション能力の基礎の育成及び向上させることを目的とする。  

 

２ 業務内容 

⑴ 学習指導要領外国語編に基づく年間指導計画、学習指導案等、授業計画作 

成時における派遣先（以下「市」という。）への情報提供、企画提案を行う。 

⑵ 英語科の指導における、帯活動、モデルの提示、音読、対話練習、言語活 

動、評価の補助を行う。 

⑶ 英語科の指導において使用する教材の研究、作成、提供及び聞き取りテス 

トの作成を行う。 

⑷ 授業の反省、分析、評価及び児童生徒の評価への参加と情報提供及び学習 

指導に関するノウハウを提供する。 

⑸ 上記⑴～⑷にかかり、児童生徒に応じた多様な授業の展開を教員と連携し 

効果的に行うため、打ち合せ及び確認作業を行う。 

⑹ 教員、生徒を対象とした国際理解教育に関する研修や授業等を行う。 

⑺ 学校の主催する文化行事、体育行事等に参加する。 

⑻ 市が主催するパフォーマンステストや、スピーチコンテストなどに参加する。 

⑼ 中学校（義務教育学校後期課程含む）生徒を対象としたスピーキングテスト

の補助（生徒とのテストの実施及び評価を含む）を行う。 

⑽ 教員を対象とした英語力向上のための研修を実施する。 

⑾ 市の指定する研究会、研修会、会議、会合に参加する。 

⑿ 市のホームページ、研究会報へ記事を提供する。 

⒀ 毎月、月別実績報告書を作成し、校長の確認を得た後、市に実績報告書とと

もに文書により報告する。 

⒁ 学校が計画した教育課程における活動に参加、協力する。 

⒂ 上記に掲げるもののほか、市と派遣元が合意した業務を実施する。 

 

 



３ 契約期間及び派遣期間 

契約期間は令和 7 年 4 月 1 日から令和 10 年 3 月 31 日までとし、ＡＬＴの派遣

期間は令和 7 年 4 月 8 日から令和 10 年 3 月 31 日までの間で市が指定する日とす

る。 

 

４ 派遣日、派遣時間、休憩時間 

⑴ 派遣は、原則として月曜日から金曜日までとする。ただし、学校行事等の関 

係で事前に双方の合意がある場合は、日曜日及び土曜日並びに国民の祝日に関 

する法律に規定する休日を派遣日とすることができる。 

⑵ 休憩時間は、1日あたり45分以上で1時間を超えない範囲で設ける。 

⑶ ＡＬＴの派遣時間は、原則として午前8時30分から午後4時30分までとする。 

⑷ 派遣日等は、市と派遣元とで調整して決定する。なお、市は所定の手続きに 

より予定した派遣日及び派遣時間を変更することができる。 

 

５ ＡＬＴの担当校 

⑴ 3 年間、同一校を同一ＡＬＴが担当することを原則とする。 

⑵ 学校の規模により、ＡＬＴは複数の学校（小学校・中学校・義務教育学校の 

組み合わせを含む。）を担当する場合もある。 

 

６ 派遣場所 

大垣市内の小学校・中学校・義務教育学校（全 28 校） 

 

７ 派遣人数 

  10 名 

 

８ ＡＬＴの変更 

市は、派遣されたＡＬＴに派遣場所において問題が生じ、業務実施に支障を生じ

ていると判断した場合は、派遣元にその理由を示し、ＡＬＴの変更を求めること

ができる。 

  



９ ＡＬＴの条件 

 ⑴ 英語を母語とし、出身国にて大学以上の教育機関を卒業した者で、適切なビ 

ザにより日本に招聘された者。 

⑵ 日本での労働に適したビザを持ち、刑罰等の執行猶予を受けていない者。 

⑶ ＡＬＴとして日本の小学校・中学校・義務教育学校で十分な経験を積んだ者。 

または、それに相当するＡＬＴとして十分に研修を受けた者。 

⑷ 日常会話程度の日本語を話し、教員との打ち合わせができる者。 

⑸ 学校教育に積極的に取り組み、児童生徒とも進んで関わることができる者。 

⑹ 心身ともに健康で、協調性もあり、派遣期間を通して勤務できる者。 

⑺ 通勤及び各勤務地への移動が自分で行える者。 

⑻ 日本の小学校・中学校・義務教育学校の指導者としてふさわしい態度及び服 

装等を理解し実行できる者。 

⑼ 年に１度、定期健康診断（胸部エックス線検査等）を受けている者。 

 

10 派遣料の支払い方法 

⑴ 派遣元は、毎月 10 日までに請求書を小学校 3 名分（義務教育学校前期課程 

を含む）と中学校 7 名分（義務教育学校後期課程を含む）とに分け、市に提出 

する。なお、1 名あたりの派遣料は、小学校（義務教育学校前期課程を含む） 

への派遣労働者と中学校（義務教育学校後期課程を含む）への派遣労働者で同 

額とする。 

⑵ 派遣料は、派遣実施月の翌月に請求するものとし、その請求金額については、 

契約金額を当該月数で原則等分した金額とし、小学校分（義務教育学校前期課 

程を含む）と中学校分（義務教育学校後期課程を含む）の内訳は別途市の指示 

に従うものとする。 

⑶ 市は、契約に基づき派遣料を翌月末までに派遣元に支払う。 

 

11 提出書類 

⑴ 派遣元は、派遣開始後速やかに着手届を作成し、市に提出する。 

⑵ 派遣元は、毎月 5日までに学校より提出される月別実績報告書を取りまとめ、 

毎月 10 日までに実績報告書とともに市に提出する。 

⑶ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の保護等に 

関する法律及び同法施行令等、関係法令で定められた書類。 

 



12 著作権の保護 

本業務を履行する場所にて使用する著作権をもつ教材、資料を互いに相手方か 

らの書面による許可なしに、他の目的に流用すること及び第三者に渡すことを 

してはならない。 

 

13 その他 

⑴ 法律に基づく保険等の雇用者義務並びにＡＬＴの手当金は派遣元の負担と 

する。 

⑵ ＡＬＴの学校等に赴く交通費等の経費は契約金額に含むものとする。 

⑶ ＡＬＴの業務中（業務のための移動中を含む。）に発生した事故については、 

派遣元の責任において処理するものとする。ただし、派遣先の責に帰する事項 

に関しては、その限りではない。 

⑷ ＡＬＴの日本での労働に適したビザの申請等に関して、派遣元日本人スタッ 

フが適切な指導及び確認を行う。 

⑸ ＡＬＴの諸問題に関して、市から要請がある場合は、派遣元日本人スタッフ 

が適切な指導を行う。 

⑹ ＡＬＴの給食費はＡＬＴの実費負担とし、派遣元が取りまとめて翌月末まで 

に市からの請求に基づき、この契約とは別に支払うものとする。 

⑺ 本仕様書に記載されている事項やそれ以外の事項について変更が必要な場 

合は、市と別途協議するものとする。 

 

 

 


